
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1 職員手当には退職手当を含みません。

      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。　　　　　　　

 3

（3） ラスパイレス指数の状況

1

2

3

※　

　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数
とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当
の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域
手当支給率）により算出。）

給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数
には当該職員を含みません。

人件費率
（Ｂ／Ａ）

6,840

区分

4,367,375

（参考）中核市の
一人当たり給与費

　　　　　千円

職員数
（Ａ）

一人当たり
給与費 B/A

　　　　　千円人　

464,082 23,872,086

　　　　　　　千円平成
30年度

区分

127,407,039

住民基本台帳人口
（平成31年1月1日）

歳出額
（Ａ）

358,896 18.9

　　　　　千円 　　　　　　％

期末･勤勉手当

10,078,642

平成
30年度 2,547

　　　　　　　　　　　％

6,405

奈良市の給与・定員管理等について

千円

給料 職員手当 計（Ｂ）

千円 千円

給与費

実質収支
（参考）平成29年度

の人件費率
人件費
（Ｂ）

18.7

人

17,423,8122,977,795

　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の
職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員
の俸給月額を100として計算した指数です。

千円千円

　中核市平均とは、奈良市と人口規模等が類似している中核市各市のラスパイレス指数を単純平均した
数値です。

平成３１年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上
昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

（注）

該当なし

(H28.4.1)

101.3 (H28.4.1)
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(H29.4.1)

99.1 

(H30.4.1)

101.1 (H30.4.1)
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（4） 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し [　　実施　　　未実施　　]

（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日

②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 ※ 人 円 円 円

※平均職員数

―

45.9

45.2

奈良市 41.6 歳

―

東京都の特別区内に在勤する職員 18%

414,070 円

奈良市
457,203339

国

人数

中核市

（支給割合）国の基準10％に対し、奈良市においても10％を支給。医師及び東京都の特別区内に在勤する職員につい
て、下表のとおり見直しを実施。

321,228 円42.8 歳

平均
給与月額
（Ａ）

奈良県

区分

43.4 歳 －

中核市

50.9

2,431

53.4

364,521 円

348,031

50.2

54.4 31

うち
用務員 62

調理士

廃棄物処理業従
業員

―
335,060

奈良県

平均
給料月額

－
国

215

319,221 円

339,622

340,205

平均給与月額平均年齢 平均給与月額
（国比較ベース）

15%

18%

15.5%

18.5%

16%

20%

16%

20%

平成26年度の
支給割合

329,433 円

377,625 円

15%

311,410 円

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日施行）

平均
年齢

平均
給与月額
（国比較ベース）

383,358

498,804

うち
清掃職員

362,456399,082

―

55.6

1.41

―

389,662

―

―

2.06

277,900

用務員

1.68

390,990

―

―

364,694

― ―

296,600

381,737

329,380

うち
学校給食員

181

393,878

区分

369,161 円

―

遡及改定後

平成27年度支給割合 平成28年
度の

支給割合

平成29年
度の

支給割合

平成30年
度の

支給割合

令和元年
度の

支給割合

公務員

―

49.8

411,123 円

参考

Ａ／Ｂ

41.8 歳

―

303,974

436,778

―
53.4

287,312

67

50.9

329,746

338,437

―

211,600

平均給料月額

413,420 円

422,199 円

医　　　　師

民間

16%

20%

16%

20%

（内容）一般職員の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引き下げ。再任用職員、特定任期付職員に
ついても、一般職員に準じて引き下げを実施。ただし、激変緩和のため、平成30年3月31日までは経過措置（現給保
障）を実施。

4月1日時点

対応する民間の
類似職種

平均
給与月額
（Ｂ）

平均
年齢

2



　　　③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

 * 奈良市については、高等学校教育職のみ

　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

 * 奈良市については、幼稚園教育職のみ

（注） 1

2

（2) 職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

（注）技能労務職の職種は代表的な例です。（職種等により初任給が異なります。）

（注）国・県の基準に合わせるため、平成31年度地方公務員給与実態調査時の月額を記載しております。

180,700 円187,200 円

148,600 円

―

―

大　学　卒

―

―高等学校教育職

449,539 円

奈良県

387,744 円

3,779,400 円

187,200 円

425,506 円

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
当などのすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
るものです。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特
殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも
のです。

中核市

うち
用務員

平均給料月額

一般行政職

209,100 円

―

148,600 円

158,300 円

158,300 円

―

―

高　校　卒

区分

大　学　卒

338,990 円

技能労務職

39.0 歳 364,894 円309,940 円

中　学　卒

153,000 円

40.3 歳

平均年齢

391,525 円

130,400 円

中核市

奈良県

奈良市

うち
学校給食員

7,071,127 円

45.7 歳

45.8 歳

209,100 円

143,950 円

国奈良県

153,000 円

民間（Ｄ）

区分

Ｃ／Ｄ

1.68

うち
清掃職員

奈良市

平均給与月額

高　校　卒

―

年収ベース（試算値）の比較

2.45

―

46.6 歳

4,102,900 円

平均年齢

7,811,990 円

公務員（Ｃ）

2,883,400 円

―

奈良市

参考

平均給与月額

1.9

区分

285,321 円

7,252,156 円

　「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

区分

用　務　員

清掃作業員

奈良市

―

平均給料月額

6,335,203 円

―

―

　　※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２８～
　　　３０年の３ヶ年平均）このうち、廃棄物処理業従業員及び用務員については全国平均の数値を、調理士
　　　については奈良県平均の数値を使用しています。
　　※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一
　　　致しているものではありません。
　　※技能労務職の年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を
　　　１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給
　　　された年間賞与の額を加えた試算値です。

387,978 円

369,205 円

40.3 歳

360,103 円

456,095 円

保　安　員
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

（注）採用時の年齢や前職歴の有無により初任給が異なるため、同一の経験年数の職員でも給料額が異なります。

　

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３１年４月１日現在）

  

350,000

191

１　級

408,100

168

18.3

８　級

教　育　職

（該当なし）

定型的な業務を行う職務

５　級

319,200

経験年数30年

405,238 円377,571 円

経験年数25年経験年数20年

246,322 円

68

一般行政職

324,272 円

263,000272

339,428 円 372,743 円

354,417 円

標準的な職務内容

経験年数10年

職員数
（人）

１号給の
給料月額
（円）

区分

大　学　卒

4.4

527,500

355,348 円

部次長又は参事の職務

212

26

1.0

13.6

14.5

12 458,400

428,212 円

230,000

393,000

194,000

381,000

288,900

23.5

335,487 円（該当なし）

408,987 円

304,200

247,600157

16.5

468,600

362,900 444,900

410,200

144,100

主事の職務

課長補佐又は主査の職務

３　級

（注）１　奈良市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

382,179 円

（該当なし） 326,592 円

最高号給の
給料月額
（円）

課長又は主幹の職務

相当の経験を有する課長又は主幹の職務７　級

構成比
（％）

2.2

51

5.8

（該当なし）

係長又は主任の職務

６　級

224,518 円

技能労務職

大　学　卒

区分

４　級

部長又は理事の職務

主務の職務

９　級

347,623 円

292,373 円

中　学　卒

高　校　卒

２　級

高　校　卒

１級

13.6%

１級

13.1%

１級

12.9%

２級

16.5%

２級

16.9%

２級

16.4%

３級

18.3%

３級

19.4%

３級

4.3%

４級

23.5%

４級

22.6%

４級

10.3%

５級

14.5%

５級

13.5%

５級

26.1%

６級

4.4%

６級

4.0%

６級

15.4%

７級

5.9%

７級

6.7%

７級

3.6%

８級

2.2%

８級

2.5%

８級

9.4%

９級

1.0%

９級

1.4%

９級

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年の構成比

１年前の構成比

５年前の構成比
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（2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（平成31年4月1日現在）

（3) 昇給への人事評価の活用状況（奈良市）

イ　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ 人事評価を活用していない

活用予定時期

○

昇給可能

○

○

な区分

平成31年4月2日から令和2年4月1日
までにおける運用

昇給可能

な区分

昇給実績が

ある区分
活用している昇給区分

○

管理職員

○

一般職員

昇給実績が

ある区分

○

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

奈良市（H31）

国家公務員（H31)

（百円） 平成31年4月1日時点

国10級

国９級

国８級

国７級

国６級
国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

給

料

月

額

昇 給

市10級

市９級

市８級

市７級

市６級
市５級

市４級

市３級

市２級

市１級
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

（平成３０年度支給割合） （平成３０年度支給割合） （平成３０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　５％ ～ ２０％ ・役職加算　５％ ～ ２０％ ・役職加算　５％ ～ ２０％

・管理職加算　１０％ ～ ２０％ ・管理職加算　１０％ ～ ２０％ ・管理職加算　１０％ ～ ２５％

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）２　奈良市の管理職加算に関して、令和元年度～令和２年度まで段階的に削減し、令和３年度より

　　　　　完全廃止予定です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（奈良市）

イ　人事評価を活用している

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ 人事評価を活用していない

活用予定時期

（2) 退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年・定年前早期 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（再任用含む全職員）

（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

％ ％

％ ％

％ ％16

支給対象職員

医　　師

（平成３０年度）

○

○

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

1.45

2.6

国

0.901.45

管理職員

国

一般職員

28.0395 月分

1.45

奈良県

―

１人当たり平均支給額

支給実績（平成３０年度決算）

7

（平成３０年度）

国の制度（支給率）

33.27075 月分

1.85

ある成績率

令和元年度中における運用

2,640 千円

支給率

1,095,910

支給対象地域

47.709 月分

教　　員

奈良市

16全市域（医師）

ある成績率

1,613 千円

1.85

10

47.709 月分

47.709 月分

な成績率

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

47.709 月分

47.709 月分

39.7575 月分

○

医師と教員を除く全職員

１人当たり平均支給額

活用している成績率
な成績率

１人当たり平均支給額

28.0395 月分

24.586875 月分

全市域（教員）

10全市域（医師・教員以外）

支給可能

1.85

○

2.6

21,655 千円

39.7575 月分

○

0.90

2.6

47.709 月分

19.6695 月分

支給実績が

1,657 千円

支給可能

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

24.586875 月分

奈良市

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

○

385,070

7

33.27075 月分

0.90

19.6695 月分

支給実績が
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 (4) 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当・休日勤務手当・夜間勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成３１年４月１日現在）

円

円

　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現
在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当等の支給対象とはならない職員を除く。）で
あり、再任用短時間勤務職員を含みます。

国の制
度との
異同

住
居
手
当

異なる

内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（平成２９年度決算）

支給実績（平成２９年度決算）

手当名

794,861

729,173

360

327

「別表　特殊勤務手当一覧」のとおり（１５種類）

16.48

90,346

42,282

732,588

119,800

職員全体に占める手当支給職員の割合

172,351

千円

同じ

扶
養
手
当

職務の級が５級から１０級の職員に支
給

交通機関利用者は６箇月定期券等の低
廉な価額により一括支給
交通用具利用者は５Kｍごと10段階に
手当を設定

異なる

307,901

千円

借家・借間居住者に対する手当につい
ては最高支給限度額27,000円

千円

同じ

国の制度と
異なる内容

配偶者  8,500円（職務級７級以下）
　　　  5,500円（職務級８級）
　　　  3,500円（職務級９級以上）
子     10,000円
父母等  6,500円（職務級７級以下）
　　　  3,500円（職務級８級）
　　　  3,500円（職務級９級以上）

※満16歳の年度初めから満22歳の年度
末までの子は、１人につき5,000円を
加算する

交通用具利用者
は５Kｍごと13段
階に手当を設定

372,155

宿
日
直
手
当

円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

272,479

支給実績
（平成３０年度決算）

千円

支給実績（平成３０年度決算）

302,369

支給実績なし

支給実績（平成３０年度決算）

職務の級が４級
から１０級の職
員に支給

手当の種類（手当数）

異なる

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

管
理
職
手
当

通
勤
手
当

（注）

円

配偶者
　6,500円
（職務級７級以
下）
　3,500円
（職務級８級）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成３０年度決算）

301,297

支給実績なし
常直的な宿日直勤務を命じられた職員
に月22,000円を超えない範囲で支給
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５　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

　　（算定方式） （１期の手当額）

　　(給料月額×在職月数×50/100) 円

　　(給料月額×在職月数×34/100) 円

（注）１　給料月額の２％減額を実施しており、（）内が減額前の金額です。

（注）２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝

　　　　　４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　（　　）内は再任用短時間勤務職員の外数です。

　　　３　[     ]内は、条例定数の合計です。

給料月額等

配置見直し（増）

△54(11)

14,443,200

（支給時期）

867,300円（885,000円）

消　防

△9(19)

（参考）中核市における最高／最低額

584,000

事務統廃合縮小（減）

衛　生

副議長

税　務

73

副市長

公営企
業等会
計部門

700,000

146

71

△ 6

253(18)

下水道

水　道

2,800(225)

27

153

2,722(254)

238(17)

△ 1

△78(29)

事務統廃合縮小（減）

△15(△1)

△ 2

事務統廃合縮小（減）

＜参考＞　人口１万当たり職員数　75.84　人
[3,200] [3,200]

その他

特別行
政部門

380

△ 7

配置見直し（減）

785(69)

[0]

381

21

794(50)

事務統廃合縮小（減）

一
般
行
政
部
門

0

△ 8

対前年
増減数

311

令和元年

3.35 月分

小　計

3.35 月分

議　会

585

△ 40

3

80

351

407

88

405教　育

総　務

土　木

小　計

市　長

（平成３０年度支給割合）

民　生 △ 3

1,699(168)

582

220

413

議　長

220

市　長

議　長

18

議　員

区分

期
末
手
当

20

退
職
手
当

議　員

410

区分

給
料

副議長 748,000

副市長

観光経済 66

企　画 16 12 △ 4

事務統廃合縮小（減）

平成30年

722,400

報
酬

市　長

△ 8

＜参考＞　人口１万当たり職員数　47.34　人
　　　　（類似団体の人口１万当たりの職員数　45.08　人）

△ 2

副市長

1,027,040円（1,048,000円）

584,080円（596,000円）

709,200

職員数

事務統廃合縮小（減）

1,180,000

827,000

配置見直し（減）

主な増減理由

（平成３０年度支給割合）

974,000

任期毎

〃

718,340円（733,000円）

25,152,000

475,000

631,120円（644,000円）

1,753(157)小　計

事務統廃合縮小（減）

66 0

504,000

事務統廃合縮小（減）
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（2)年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業・下水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。 ※水道事業

（注）２　職員数は、平成３１年４月１日現在の人数です。

6,1811,236,748

千円令和
元年度

職員数

区分

800

269

2,865

1,754

287

総費用
（Ａ）

1,699

289

千円

(△ 5.0%)

(△ 4.7%)

227,692 7,149

千円

計

普
通
会
計

特別行
政部門

人

51歳

2,722

173 325,628

～

人

794

一人当たり
給与費 B/A

683,428

23歳

20歳 36歳

824

5.57

千円

公営企業等
会計部門

一般行
政部門

2,786 2,758

千円

（参考）平成29年度
の総費用に占める
職員給与費比率

103

職員給与費
（Ｂ）

252

平成30年度

346247

2,800

％

238

人

令和元年度平成26年度

～

308

平成27年度

791

給料 職員手当

489,794

人

人

区分

区分

20歳

千円

19

区分

55歳

～～

40歳32歳 48歳

～

252

35歳

60歳

～

人 人

273

人

24歳

人

計 Ｂ

334189

1,753

　　　　　千円

31歳

人

71

～

28歳

～

52歳

人

計

59歳

～

39歳未満 27歳

44歳

平成
30年度

1,7031,711 △ 55

259

千円

△ 1432,753

56歳

以上

△ 49

22,250,054 1,238,496

職員数 
Ａ

(△ 3.1%)

人

43歳

純損益又は
実質収支

平成28年度

人

1,717

千円

5.51

過去５年間の
増減数（率）

47歳

785

平成29年度

給与費

291

(△ 17.1%)

総費用に占める
職員給与費比率

（Ｂ／Ａ）

人

253

（参考）市町村
一人当たりの給与費

△ 39

2,722

％

期末･勤勉手当

795

～

0

2

4

6

8

10

12

14

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3

2
4
～
2
7

2
8
～
3
1

3
2
～
3
5

3
6
～
3
9

4
0
～
4
3

4
4
～
4
7

4
8
～
5
1

5
2
～
5
5

5
6
～
5
9

6
0
歳
以
上

％ 構成比

５年前の構成比
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算です。平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

（注）２団体平均の金額は国から提供された水道事業のデータを採用しています。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（平成３０年度支給割合） （平成３０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　５％ ～ ２０％ ・役職加算　５％ ～ ２０％

・管理職加算　１０％ ～ ２０％ ・管理職加算　１０％ ～ ２０％

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）２　奈良市の管理職加算に関して、令和元年度～令和２年度まで段階的に削減し、令和３年度より

　　　　　完全廃止予定です。

イ　退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　定年・定年前早期 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　定年・定年前早期

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

奈良市

21,655 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

43.4

10

支給対象職員数支給率

１人当たり平均支給額

支給対象地域

436,403

平均月収額

1.85

支給実績（平成３０年度決算）

23,290 千円

一般行政職（支給率）

24.586875 月分

28.0395 月分 33.27075 月分

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

自己都合

19.6695 月分

企業職

（平成３０年度）

区分

団体平均

381,974

平均年齢 基本給

2,075

590,561

千円

2,640 千円

１人当たり平均支給額

2.60

奈良市

39.7575 月分

1.85

1.45

156

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

市域全域

47.709 月分

5,245 千円

　円

39.7575 月分

0.90

1,848 千円

43.5

１人当たり平均支給額

340,929

10

75,498

　％

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度）

3

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

1,613 千円

2.60

支給実績（平成３０年度決算）

33.27075 月分

514,169

1.45

奈良市

0.90

28.0395 月分

19.6695 月分 24.586875 月分

自己都合

47.709 月分

173

47.709 月分

47.709 月分

企業職

47.709 月分

（平成３０年度）

47.709 月分

44.3
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オ　時間外勤務手当・休日勤務手当・夜間勤務手当（再任用含む全職員）

千円

千円

千円

千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２９年度決算）

手当の名称

（注） 　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現
在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当等の支給対象とはならない職員を除く。）で
あり、再任用短時間勤務職員を含みます。

日額　　600円

水質試験及び検査のため、毒物等又は労働安全衛生法施行令
（昭和47年政令第318号）別表第3に掲げる特定化学物質若し
くは同令別表第6の2に掲げる有機溶剤を取り扱う業務に従事
した職員

338

主な支給対象職員・業務

（１）高圧電気設備の保守点検作業又は応急作業に従事した
職員
（２）地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定な箇所
での保守点検作業又は応急作業に従事した職員
（３）湖上等で行う油等の除去作業に従事した職員
（４）直接ピット内又はマンホール内に入って行う保守点検
作業又は応急作業に従事した職員
（５）水道施設等で発生した有害生物の駆除作業に従事した
職員
（６）交通量が多い等危険な道路上で、交通を遮断すること
なく緊急を要する水道施設等の復旧のため行う調査又は応急
作業に従事した職員
（７）気象警報発令下で事故防止のため行う路面復旧作業、
応急作業又は下水道管があふれた場合に行う危険回避のため
の作業に従事した職員
（８）下水道合流管のスクリーン及びミニポンプに堆積した
ごみ等の撤去作業に従事した職員
（９）流入した油脂により下水道管が詰まった場合に行う油
脂の撤去作業に従事した職員
(１０)マンホール及び汚水ますが破損した場合に行う応急作
業に従事した職員
(１１)下水道管又は取付管が詰まった場合に行う通水確保の
ための応急作業に従事した職員
(１２)下水道の破損により道路陥没が発生した場合に行う応
急の路面復旧及びその原因究明のために直接マンホール内に
入って行う状況確認作業に従事した職員

43,880

水道施設内における動物の死体処理作業に従事した職員

（１）災害対策本部の要請に基づいて災害の復旧業務に従事
した職員
（２）異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が
発生し、又は発生するおそれのある水道施設等の応急作業等
に従事した職員

41,420

340

左記職員に対する支給単価

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

災害復旧業務手当

日額　　300円

支給実績（平成２９年度決算）

有害物等取扱業務手当

支給実績（平成３０年度決算）

日額　　800円

日額　　600円

現場処理作業手当
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カ　その他の手当（平成３１年４月１日現在）

別表　特殊勤務手当一覧（平成３１年４月１日現在）

同じ管理職手当

廃棄物等現場
指導業務手当

左記職員に対する支給単価

るものです。

22,041

37,496

（平成３０年度決算）

千円

職務の級が５級から１０級の管理職に
支給

を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められる業務に従事した職員に支給す

　なお、特殊勤務手当の内容等は下記のとおりとなっています。平成２４年度に制度の抜本的な見直しを行い、

手当の名称

日額1,000円

１件3,000円（死亡人）
１件1,500円（病人）

３０種類であった手当は、現在１５種類となっています。

日額800円

273,904 円

同じ扶養手当

円同じ

千円

内容及び支給単価

通勤手当 千円

同じ

135,222

住居手当

一般行政職の
制度と異なる

内容

10,682

配偶者  8,500円（職務級７級以下）
　　　  5,500円（職務級８級）
　　　  3,500円（職務級９級以上）
子     10,000円
父母等  6,500円（職務級７級以下）
　　　  3,500円（職務級８級）
　　　  3,500円（職務級９級以上）

※満16歳の年度初めから満22歳の年度
末までの子は、１人につき5,000円を
加算する

一般行政職
の制度との

異同
手　当　名

287,333

交通機関利用者は６箇月定期券等の低
廉な価額により一括支給
交通用具利用者は５Kｍごと10段階に
手当を設定

借家・借間居住者に対する手当につい
ては最高支給限度額27,000円

１件350円

735,206千円

　特殊勤務手当は、著しく困難、危険、不快又は不健康な勤務その他の通常にない勤務で、給与上特別の考慮

円

支給実績
支給職員１人当たり

平均支給年額

（平成３０年度決算）

30,170

円

支給実績 なし
行旅死病人
取扱手当

主な支給対象職員

特定環境
清掃作業手当

火葬作業手当 火葬作業
火葬場において火葬作業に従
事する業務職員

支給実績
（３０年度決算）

（千円）

差押えその他の強制執行に従事
した職員

906

509
滞納整理
奨励手当

日額600円

廃棄物処理施設又は廃棄物
が不法投棄されている現場
等における、検査、指導又
は監視業務

環境部に勤務する事務職員及
び技術職員

4,287

未収債権（市税を含む。）
の滞納処分その他の滞納整
理に関する業務

保護第一課又は保護第二課に
勤務する職員

行旅死亡人又は行旅病人の
収容

環境部に勤務する技能職員及
び業務職員

下記の気象環境下において
従事する清掃業務
(１)奈良地方気象台が観測
地点名「奈良」において摂
氏30度以上の最高気温を観
測した日
(２)気象警報が発令されて
いる場合

10

主な支給対象業務

動物死体
処理作業手当

動物死体処理作業に従事する
職員

動物の死体処理作業 513

日額500円

12



防疫等
業務手当

日額300円

日額340円

日額600円

182
業務内容に応じ、日額500
円又は700円

精神保健
業務手当

保健予防課又は障がい福祉課
に勤務する職員

精神保健に関する相談、指
導その他これらに類する業
務

57 日額300円

(１)環境清美工場での長尺
物等の混入によるホッパー
閉塞時の解除作業
(２)環境清美工場での高架
煙道、空気予熱機器等の清
掃作業
(３)環境清美工場での火格
子下シュートの清掃及び突
発的閉塞時の清掃作業
(４)環境清美工場での有毒
ガス処理設備の消石灰輸送
配管の閉塞時の分解清掃作
業
(５)環境清美工場での破砕
機運転終了時の本体内部、
選別機及び各シュートの付
着物及び長尺物の除去清掃
作業
(６)環境清美工場での突発
的な事故又は故障に対する
原因究明及び緊急修理作業

日額600円

ケースワーク
訪問調査手当

消防業務手当

危険作業手当

道路舗装等
作業手当

環境部に勤務する技術職員、
技能職員及び業務職員

(７)道路から５メートル以
上下方で行う不法投棄廃棄
物の収集作業
(８)収集運搬作業中に発生
した収集作業車の発火事故
に係る対処作業

道路の舗装、補修等の作業

道路維持課及び土木管理セン
ターに勤務する職員で、気象
警報発令下で作業に従事した
職員

消防職員

有害物等
取扱業務手当

日額600円

業務内容に応じ、勤務１回
200円～510円

業務内容に応じ、勤務１回
もしくは日額200円～4,000
円

保護第一課又は保護第二課に
勤務する職員

消防職員

感染症等に対する防疫等の
業務、動物の収容等に係る
業務

感染症等に対する防疫等の業
務、動物の収容等に係る業務
に直接従事した職員

災害復旧業務

特定の危険業務

(１)試験又は検査のため、
毒物等又は特定化学物質若
しくは有機溶剤を取り扱う
業務
(２)食中毒及び感染症に係
る病原性細菌及び微生物の
検査又は培養を行う業務

保健・環境検査課に勤務する
職員で、人体に有害な薬剤等
の取扱業務又は病原微生物の
検査等の業務に従事した職員

１日につき３件以上のケー
スワーク訪問調査業務

災害復旧業務に従事した職員

4,404

支給実績 なし

648

20,979

810

災害復旧等
業務手当

特定の消防業務消防活動手当

188

177
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